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本調査を実施した背景・目的 

世界全体が新型コロナウイルス感染拡大という猛威を受けています。日本では 2020年 4月に 1回目の緊

急事態宣言が発令されて以降、2022 年 1 月末までに計 4 回もの緊急事態宣言を発令する事態となり、

2022年1月現在もまだコロナ禍が終息するめどは立ちません。 

本調査は「店舗における顧客対応の実態」と称して 2019年から 2021年の 3年をかけて定点調査し、店

舗経営の実態を把握することにあり、本レポートは 3年目の 2021年調査結果にあたります。 

2019年調査ではコロナ禍以前ということもあり、「外国人対応」「キャッシュレス対応」「喫煙環境対応」の3つ

のテーマに対して調査を行いましたが、2020年および 2021年は新型コロナウイルス感染拡大に伴い、海外か

ら旅行客の急減があったため「外国人対応」は適切ではないと判断し、調査テーマから外しました。 

他方、「キャッシュレス対応」は新型コロナウイルス感染拡大への対応として非接触化が 1 つのキーワードとなっ

ている点と、2021 年 9 月に設置されたデジタル庁に象徴されるように、日本全体としてデジタル・トランスフォー

メーション（DX）が推進されている点を鑑みて、2019年度同様、3カ年継続の調査テーマとしました。 

また、「喫煙環境対応」は 2020 年４月に改正健康増進法が全面施行されたことにより禁煙や分煙の対応

する店舗が増えたこともあり、こちらも 3カ年継続の調査テーマとしました。 

そして、2020年以降最も影響の大きい事項である「新型コロナウイルス感染拡大の影響」を2020年および

2021年の調査テーマとして加え、飲食店を中心とした小売店における経営環境の実態を調査しました。 

  本調査を実施するにあたり、生活衛生同業組合に協力を得て日本全国の加盟店へアンケートを発送し、

837件の回答を得る事ができました。本調査にあたってご協力を頂きました 837店の皆さまに厚くお礼を申し上

げます。 

 

3カ年の調査テーマ 

2019年度 2020年度 2021年度 

外国人対応 新型コロナウイルス感染拡大対応 新型コロナウイルス感染拡大対応 

キャッシュレス対応 キャッシュレス対応 キャッシュレス対応 

喫煙環境対応 喫煙環境対応 喫煙環境対応 
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調査概要 

 

 

参考. エリア別回収率 
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参考. 店舗業態（単一回答） 

 

 

参考. 営業スタイル（単一回答） 
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参考. 店舗の資本金額（数値回答） 

 
 
 

参考. 厨房等除く店舗の客席面積（単一回答） 
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エグゼクティブサマリー 

2020年と 2021年はいずれの年もコロナ禍であったものの、同時期（6月）の売上対比では 2021年に

大幅に売上が減少した店舗が約 80％であり、その減少理由の約 85％は新型コロナウイルス感染拡大であっ

た。 

「売上がかなり減った」と回答した店舗のうち、昨年同時期（6月）対比での減少割合は50％減った店舗

が最も多く（109店舗）、90％以上減少した店舗が 2番目に多かった（108店舗）。飲食店を代表とする

店舗損益に対しては新型コロナウイルス感染拡大の影響が大きく、売上を半分以上失っている店舗が多数存

在したことがわかった（「売上がかなり減った」と回答した店舗の約6割が、昨年同月比で50％以上の売上を

失っていた）。 

 

 

 

 

  



 

  Copyright (C) 2022 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved. 
    7/25 

 

上記の結果から改めて新型コロナウイルス感染拡大による店舗損益への影響の大きさがわかった。その一方

で、活用した支援策を見ると、全体の 52%が持続化補助金を利用しており、売上が「かなり減った」「やや減っ

た」と回答した店舗は、売上が「変化なし・増えた」店舗に比べ、「実質無利子・無担保の融資」「自治体独自の

休業補償制度」の利用が 5ポイント以上高く、資金繰りの厳しい店舗ほど金融や休業補償を利用していること

が分かった。 

 

また、「入店時の体温計測」「滞在に関する注意喚起」「パーテーション設置」等の感染拡大防止の取り組み

は昨年より 30ポイント以上増加しており、店舗における感染対策は大きく進み、新しい生活様式へ対応し始め

ていることがうかがえる。 
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そして、売上獲得策として「イートイン（店内飲食）」に代わる新サービスや集客促進を目的とした新たな取り

組みについては、「いずれも実施していない」割合が昨年よりも 6ポイント近く下がったことからやや進んでいること

がうかがえるも、取り組みとして大きく進んだのが「コロナ対策ステッカー」であり、「イートイン（店内飲食）」以外

の売上獲得としての「デリバリー」「EC」は微増の結果となったことを鑑みると、依然として多くの店舗が「イートイン

（店内飲食）」に売上が依存している傾向にあることがうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2019年度調査からの継続項目である「キャッシュレス対応」の状況においては、クレジットカード以外の全ての

キャッシュレス手段において、2019年度対比で、3年連続で導入店舗数は増加している傾向にあった。 
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また、キャッシュレス化の課題においては、3カ年連続で「どのように対策すればよいかわからない」「手間がかか

る」との回答は減少している一方で、「費用が高い」との回答が増加している傾向にあった。キャッシュレス化への

理解や対応は進んでいるものの、理解や対応をすればするほど費用が課題になってくる様子がうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

もう 1つの 2019年からの継続調査項目である「喫煙環境対応」の状況においては、改正健康増進法なら

びに自店舗地域の喫煙に関する条例施行に伴った対応として、19年度と 20年度では対応についての差が大

きく見られたものの、20年度から 21年度では大きな差が見られなかった。20年度以降、店舗の喫煙環境へ

の対応が固定化されたとみられ、最も選択されている喫煙環境は「店内禁煙、店外喫煙スペース」であった。 
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また、喫煙環境の対応による業績の影響については 3カ年連続で「影響していない」との回答が過半を占め

た一方で、「マイナスに影響した」店舗は一定程度存在しており、禁煙・分煙化の流れが売上減少に影響してい

ることがうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改正健康増進法に対する理解は 19年度と 20年度の差は大きかったものの、20年度と 21年度では大き

な乖離は見られなかったことを鑑みると、改正健康増進法の認知・理解が定着したことがうかがえる。 
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個別調査結果サマリー｜新型コロナウイルス感染拡大の影響 

(1) 緊急事態宣言発令中の営業状態 

 「営業自粛」を行った店舗はスナック・バー、居酒屋の順に多く、「営業時間を短縮」はレストラン、日本料理、

食堂の順に多い傾向であった。また「通常営業」は全体で約 4％と限定的であり、総じて緊急事態宣言の発令

が営業状態に影響を与えていることがうかがえる。 

業種別緊急事態宣言発令中の営業状態（設問F1×A7） 

(2) 業績への影響 

新型コロナウイルス感染拡大の影響は依然として大きく、8割以上の店舗が昨年度対比の売上が「マイナスに

影響した」との回答であった。 

昨年度対比での売上増減（設問C1,単一回答） 
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(3) 感染拡大防止の取り組み 

20 年度と比較すると、選択肢すべてにおいて実施店舗の割合が増加していた。項目別では「清掃と消毒の

徹底」「店舗内各所に消毒用アルコールの設置」「従業員のマスクやフェイスガードの着用」「定期的な換気」「従

業員の健康チェック」「座席数の削減」「パーテーションの設置」「注意喚起の設置」について7割超の店舗が実施

していた。特に、「入店時の体温計測」「滞在に関する注意喚起設置」「パーテーション設置」は昨年度対比で

30 ポイント以上増加しており、新しい生活様式への対応が大きく進んだことがうかがえる。また売上が「かなり減

った」と回答した店舗は「利用可能な席数の削減」「パーテーション設置」「入店時の体温測定」の実施率が高い

傾向にあった。 

感染拡大防止の取り組み（20年・21年比較） 

売上増減（昨年同月比）別感染拡大防止の取り組み（設問F2×C1） 

(4) 新たに始めたサービス 
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新型コロナウイルス感染拡大に伴い多くの店舗において売上減少の影響があった中、最も回答が多かった新

規サービスは「ステッカー設置」であり、「テイクアウトサービス」は 3割程度、「デリバリーサービス」は 1割程度にと

どまった。売上獲得施策に関する取り組みを実施している店舗は多くなく、多くの店舗で依然として「イートイン

（店内飲食）」の売上に依存している傾向にあることがうかがえる。 

売上増減（昨年同月比）別新サービス（設問F3×C1） 

 

(5) 利用した支援策 

持続化給付金は売上影響に問わず 5割前後の店舗が利用している。「実質無利子・無担保の融資」「自治

体の休業補償制度」は「かなり減った」「やや減った」店舗が「変化なし・増えた」に比べて 5ポイント以上高い。 

売上増減（昨年同月比）別利用した支援策（設問F4×C1） 
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個別調査結果サマリー｜キャッシュレス対応 

(1) キャッシュレス対応状況 

2019 年からの継続調査項目である「キャッシュレス」の状況においては、クレジットカード以外の全ての項目に

おいて導入店舗数は３カ年連続で増加している傾向にあった。 

キャッシュレス導入状況（19年・20年・21年比較） 

(2) 業績への影響 

キャッシュレス対応による売上への影響は３カ年連続で過半数が「影響していない」と回答しており、各店舗の

業績への貢献は軽微であった。 

キャッシュレス導入による業績への影響（19年・20年・21年比較） 
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(3) キャッシュレス化の課題および今後の取組 

キャッシュレス化の課題においては、3 カ年連続で「どのように対策すればよいかわからない」「手間がかかる」と

の回答は減少している一方で、「費用が高い」との回答が増加している傾向にあった。キャッシュレス化への理解

や対応は進んでいるものの、理解や対応をすればするほど費用が課題になってくる様子がうかがえる。 

また、今後のキャッシュレス化に向けた取り組みについては、「追加対策を講じる予定はない」との回答が２カ

年連続で8割強であった。「設備投資する」「従業員へ教育する」との回答は19年度対比で減少傾向にあるこ

とから、キャッシュレス化をすでに推進した店舗と、今後も現金支払い重視で運営予定の店舗の2極化が進んで

いることがうかがえる。 

キャッシュレス導入への課題認識（19年・20年・21年比較） 

今後のキャッシュレス取り組み予定（19年・20年・21年比較） 
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個別調査結果サマリー｜喫煙環境対応 

(1) 禁煙・分煙対応状況 

 2019 年からの継続調査項目である「喫煙環境対応」の状況においては、改正健康増進法ならびに自店舗

地域の喫煙に関する条例施行に伴い、「店内外ともに全面禁煙」「店内は禁煙、店外に喫煙スペース」は19年

度対比で 10 ポイント以上増加する一方、「全席喫煙可」は 10 ポイント以上減少する結果となった。20年度

対比では大きな差異が見られないことから、各店舗の喫煙環境対応について一定程度定着したことがうかがえる。

また、都心店舗のみ抽出した結果、全国に比べて「全面禁煙」の比率が高く、「店内禁煙、店外喫煙」が低い傾

向が見られた。 

喫煙環境対応状況（19年・20年・21年比較） 

店舗においてすでに実施している取り組み（設問B1,複数回答可） ※都心のみ 
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(2) 業績への影響 

 喫煙環境対応について業績に「影響していない」との回答が 3 カ年連続で過半数であった。一方で、売上が

「マイナスに影響した」店舗は 19年度対比で 20年度、21年度は 1割程度増加しており、一部店舗において

禁煙・分煙化の流れが売上減少に影響していることがうかがえる。喫煙環境対応別では、「全面禁煙」「店内禁

煙、店外喫煙」の店舗で、「マイナスに影響した」割合が高い傾向にあった。 

特に、前年度「全席喫煙可」であり今年度「全面禁煙」「店内禁煙、店外喫煙」の店舗においては、業績に「マ

イナスに影響した」との回答が４割程度であり、直近で対応せざるを得なかった店舗ほど業績に苦しんでいること

がうかがえる。 

喫煙環境対応による売上増減（19年・20年・21年比較） 

 

店舗においてすでに実施している取り組み（設問B1,複数回答可）×各種対応による業績への影響（設問C3,１つだけ 1） 

 

 
1 n=30s未満は参考値 
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店舗においてすでに実施している取り組み（設問B1,複数回答可）×各種対応による業績への影響（設問C3,１つだけ ） 

※設問D8①前年で「全席喫煙可」と回答した店舗を抽出 

(3) 法令・条例への理解 

店舗勤務者の改正健康増進法に対する理解は、「受動喫煙に関する法律に対応するため自店舗が実施

すべき事項を理解している」が 20年度に続き 8割超であり、改正健康増進法の認知・理解が定着したことがう

かがえる。 

改正健康増進法の理解（19年・20年・21年比較） 
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また、受動喫煙に関する法律・条例の評価としては 「現在の法律・条例で問題ない」との回答が 3 カ年連続

で増加した。一方で、「緩和してほしい」店舗が依然として 3割程度存在していた。 

 

受動喫煙に関する法律・条例の評価（19年・20年・21年比較） 

 

 

業種別受動喫煙に関する法律・条例への評価（A7×D5,１つだけ） 
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(4) 今後の受動喫煙防止策・課題 

 今後の受動喫煙防止策として「全席喫煙可（22.8％）」、「店内禁煙（31.2％）」と回答した店舗の割

合が高い傾向にあった。また、改正健康増進法施行後も全席喫煙を維持している店舗は、98％が全席喫煙を

維持する方針であった。 

今後の受動喫煙防止策（設問D8,１つだけ） 

 

今後の受動喫煙防止策（設問D8,１つだけ） ※現状の全席喫煙可の店舗と全体の比較 
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今後の分煙・禁煙対策の課題としては、「課題はない」との回答が昨年度同様 4 割程度であったことから、一

定程度禁煙・分煙対策が進んだことがうかがえる。また、「どのように対策すればよいかわからない」との回答は 3

カ年連続で減少した一方で、「場所がない」「費用が高い」との回答は 19 年度対比で微増傾向にあり、対策に

関する具体的な課題を抱える店舗も一定数存在しているものと思われる。 

 

禁煙・分煙対策の課題（19年・20年・21年比較） 
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(5) 資本金5000万円以下、店舗面積100㎡以下、個人経営の店舗 

 改正健康増進法により「原則屋内禁煙」の対象となるのは、既存店舗であり、資本金 5,000 万円以下、客

席面積100㎡以下の店舗となる。加えて、受動喫煙に関する条例のある東京都等では個人・家族経営などで

従業員がいない店舗が「原則屋内禁煙」の対象となる。参考までに、本調査の結果では、客席面積 100㎡未

満、資本金5,000万円以下の店舗は48％であり、左記2条件に加えて個人経営の店舗は全体の3％であ

った。 

（参考）改正健康増進法および東京都受動防止条例 

 改正健康増進法 東京都受動喫煙防止条例 

規制内容 原則屋内禁煙 原則屋内禁煙 

規制の対象  既存店（2020年3月31日までに開業） 
 資本金5,000万円以下 
 客席面積100㎡以下 

 個人・家族経営など従業員がいない 

 

客席面積100㎡未満、資本金5,000万円以下であり、かつ、個人経営の店舗 
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参考. 調査票 
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本調査に関する問い合わせ先 

株式会社日本総合研究所 リサーチ・コンサルティング部門 

ストラテジー＆オペレーショングループ 

大森 充、山口 翔平、湯浅 夢奈 
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